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申 立 理 由 説 明 書 

 

私たちは本日付住民監査請求書について、下記のとおり補足説明をします。 
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第１ 横浜市が山下ふ頭地区の市有地をカジノ事業者に提供する行為の確実性 

１ ＩＲ基本法の成立とＩＲ実施法案の骨子 

（１）ＩＲ基本法の成立 

ア ２０１６年１２月１５日に「特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律」（平

成２８年法律第１１５号、以下「ＩＲ基本法」という）が成立し、同年２６日に公布・

施行された。（甲１） 

イ ＩＲ基本法５条は、政府に対し同法施行後１年以内を目途として、ＩＲの整備推進の

ために「必要となる法制上の措置」すなわちＩＲ実施法を制定することを義務づけてい

る。 

ＩＲ基本法２１条に基づいて設置された「特定複合観光施設区域整備推進会議」（以

下「ＩＲ推進会議」）は、ＩＲ実施法の内容をなす制度設計について提言を発表してお

り、この内容に即したＩＲ実施法案が、本年秋の臨時国会に提出される予定である。Ｉ

Ｒ基本法の成立状況に照らし、ＩＲ実施法が臨時国会中に成立することは当然予想され

る。 

（２）ＩＲ実施法案の骨子 

   ア ＩＲ整備推進会議は本年７月３１日、ＩＲの制度設計案の「取りまとめ」を発表した

（甲５―１の全文、甲５－２の「概要」、及び甲５－３の「骨子」が作成されている）。 

     この「取りまとめ」によれば、ＩＲを構成する「集客施設」と「カジノ施設」の２つ

の要素のうち、 

「集客施設」は、「国内外から観光客を誘客し、滞在させる機能」を担い、 

「カジノ施設」は「高い収益を得て、ＩＲ事業全体の採算性を担保する機能」を担うも

のと位置づけられており、集客施設及びカジノ施設を「法制度上一体化する」ことに「日

本型ＩＲの独自性と先進性」があると説明されている（甲５―１、６頁）。 

   イ 具体的な制度設計の要点は、以下のとおりである。 

①事業主体と設置区画の両面において「集客施設とカジノ施設の一体性」が求めら

れる（同、１２頁）。 

②「ＩＲ区域認定処分」の権限を持つ主務大臣は国土交通大臣とし、認定申請の主

体は都道府県または政令指定都市とする（同、１５頁）。 
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③都道府県等は公募によりＩＲ事業者を選定し、当該ＩＲ事業者と共同で「事業基

本計画」および「区域整備計画」を作成した上で、国に対し区域認定申請を行な

う（１６頁）。 

④カジノ事業については免許制とし、事業者、役員および関係者の「廉潔性」につ

いてカジノ管理委員会が審査をする（２８～２９頁）。 

⑤「依存防止対策」として広告規制（５５～５８頁）、入場回数制限（５９頁）お

よび入場料の賦課（６１頁）を行なう。なお、「本人・家族申告による利用制限

措置」等をカジノ業者に義務づける（６３頁）。 

 

（３）ＩＲにおけるカジノの役割 

   ア 単体として設置されてきた伝統的カジノと違って、ＩＲに組み込まれたカジノは、そ

の収益力によって大型集客施設の設置・維持費を負担するとともに、その大型集客施設

から、大量のカジノ入場者を確保するというメリットを享受する存在である。 

イ ＩＲの収益エンジンとしてのカジノの役割を示すデータとして、シンガポールのマリ

ーナ・ベイ・サンズ（ＭＢＳ）の例をみると、カジノの床面積はＩＲ全体のわずか３％

弱であるのに対して、その売り上げ（約２，３３０億円）はＭＢＳ全体の約８割を占め

るとされる（甲２４－１）。 

一方、大型集客施設がカジノ入場者の増加に寄与することはラスベガスの例が示して

いる。すなわち、初めてラスベガスを訪れる人の目的は６４％が「休暇と遊び」であり、

「ギャンブル」は４％にとどまるのに対し、リピーターを含む訪問者全体では「休暇と

遊び」は４１％に減り、「ギャンブル」が１５％に増える。そしてギャンブルを訪問の

「目的」としなかった人を含めて、ラスベガス滞在中にカジノで遊んだ客の率は７１％

であるという（甲１８、１３７頁）。 

  ウ カジノが単体で設置され、かつ積極的な宣伝が規制されている欧州主要１２カ国の１

４４施設について見ると、１施設あたりの平均収益は年額１，０００万ドル（約１０億

円）程度に過ぎない（甲１８、１３５頁）。 

  ＩＲは、このような伝統的カジノに比べ、１００倍以上の売上げを追求する大規模な

施設である。ちなみにＩＲ推進会議は、シンガポールのリゾート・ワールド・セントー

サおよびメルボルンのクラウン・メルボルンという２つのＩＲの平均値を、制度設計モ
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デルのデータとして用い、ＩＲ全体の年間収入を約２，１００億円と想定している（甲

５－１、７４頁参照）。 

つまりギャンブル客を魚にたとえるとすれば、伝統的カジノが磯釣りにあたるのに対

して、ＩＲに組み込まれたカジノはトロール船で魚を一網打尽にする漁法にあたる。 

 

２ 横浜市の行政計画におけるＩＲ誘致方針 

（１）ＩＲ基本法案の登場 

ア ＩＲ基本法案が議員提案として国会に提出されたのは、２０１３年１２月に遡る。 

同法案は２０１４年６月に１日だけ審議入りしたものの、同年１１月の衆議院解散に

より一たん廃案となった。 

イ その後同法案は第１８９回通常国会に２０１５年４月２８日付で再度提出されたが、

実質審議はされなかった。同通常国会の会期は９５日間延長されたにもかかわらず、い

わゆる安全保障関連法案の審議状況に影響されて、ＩＲ基本法案は継続審議として先送

りされた。 

 翌２０１６年の第１９０回通常国会でも実質審議を経ることなく継続審議の取扱いを

受けたため、法案の先行きは極めて不透明であったが、同年秋の第１９２回臨時国会の

終盤で会期が１４日間延長された機会に突然審議入りし、衆院内閣委員会における強行

採択を経て、あわただしく成立に至った。 

ウ つまり、ＩＲ基本法案が国会で実質的に審議されたのは２０１６年１１月３０日以降

のわずか数日間に過ぎなかったが、法案自体は、成立の３年前に遡って公表されており、

その内容は成立した法律の内容と基本的には同じである。 

 

（２）横浜市の行政計画におけるＩＲ基本法の「先取り」 

 ＩＲ基本法案が２０１３年１２月に国会提出されて間もない段階から、横浜市は法案の成

立をいわば「先取り」して、「未来のまちづくり戦略」としての各種行政計画の中でＩＲの

誘致という目標を追求して来た。 

ア 横浜市中期計画 ２０１４－２０１７ 

まず、２０１４年１２月に策定された「横浜市中期計画２０１４－２０１７」（甲８）

の中では、「魅力と活力あふれる都市の再生」戦略の一部をなす「臨海部の再生・機能

強化」策としてつぎのとおり記載されている（２０頁）。 
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「横浜市の強みをいかした国際的なＭＩＣＥ拠点都市を目指し、ＭＩＣＥ機能を拡

充することにより、経済波及効果の高い中大型の国際会議や医学会議等の誘致を

強化します。さらに、大規模スポーツイベントの誘致・開催やスポーツ施設の再

整備に取り組むとともに、統合型リゾート（ＩＲ）や官民パートナーシップの活

用等を検討します。これらの取組を通じた都市ブランド力の向上や賑わい創出に

より、横浜経済を活性化します。」 

なお、「統合型リゾート（ＩＲ）」の意味については、ＩＲ基本法案第２条の定義を

用いて「カジノ施設及び会議場施設、レクリエーション施設、展示施設、宿泊施設その

他の観光の振興に寄与すると認められる施設が一体となっている施設」と、注記してい

る。 

イ 横浜市都心臨海部再生マスタープラン 

市政全体にかかわる上記「中期計画」と併行して２０１４年３月から「横浜市都心臨

海部再生マスタープラン」の審議が進められ、２０１５年２月２３日これが策定された。 

   ちなみに「都心臨海部」とは 

①横浜駅周辺地区、②みなとみらい２１地区、③関内・関外地区、④山下ふ頭周辺地区、

⑤東神奈川臨海部周辺地区、の５つの地区の総称である。 

同「マスタープラン」（甲９）の中で山下ふ頭周辺地区においては、２０２５年を目

標年次として「大規模集客施設の整備」を行なうプロジェクトを配置することが予定さ

れている。 

そして、「新たな施設整備にあたっては…官民パートナーシップの活用やＩＲ（統合

型リゾート）の導入などについて検討する。」とされており、ここでも「ＩＲ（統合型

リゾート）とは、カジノ施設及び会議場施設、宿泊施設、大規模集客施設その他の観光

振興に寄与すると認められる施設が一体となっている施設を指します。」という注記が

施されている（３３～３４頁）。 

ウ 横浜市山下ふ頭再開発計画 

都心臨海部中の山下ふ頭周辺地区については、その再開発計画に関する検討委員会が

マスタープラン審議と平行して２０１４年６月に発足し、２０１５年７月に答申を提出

した。同委員会の答申に基づいて「横浜市山下ふ頭再開発計画」が２０１５年９月に策

定された。 
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「山下ふ頭再開発計画」（甲１０）は、「再開発の目指すべき方向性」を、次のとお

り明らかにしている（２３～２４頁）。 

「山下ふ頭の持つ大規模な開発空間や静穏な水域などの立地特性を生かし、観光・

ＭＩＣＥ機能を中心として、これまでの横浜にはなかった新たな賑わいの拠点と

なる『ハーバーリゾートの形成』を目指します。」 

そして、この再開発実現のために推進すべき取組の内容をつぎのとおり記載している

（５５頁）。 

「山下ふ頭の立地条件を生かした集客力の高い施設を導入し、賑わいのある場を、

維持運営していくためには、適宜、市場ニーズを敏感かつ的確に対応する必要が

あるため、公共だけではなく、民間のノウハウ、資源・資金等を十分に活用した

開発を進める必要がある。 

事業実施に向けては、民間開発の実現できる範囲を見極めながら、公民連携事

業を基本として、関連計画※との整合を踏まえて進める。」 

そして「※関連計画における記載」として、「中期計画」と「マスタープラン」中の

次の各記述が引用されている（５５頁）。 

① アの「横浜市中期４か年計画２０１４－２０１７」（甲８）中の、「進化する国

際的な観光・ＭＩＣＥ都市として、統合型リゾート（ＩＲ）や官民パートナーシッ

プの活用等を検討する。」という部分（２０頁）。 

② イの「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」（甲９）中の「新たな施設整備に

あたっては、施設周辺のまちづくりとの連携や環境整備に取り組み、横浜でしか得

られない感動体験を演出するとともに、官民パートナーシップの活用やＩＲ（統合

型リゾート）の導入などについて検討する。」という部分（３３頁）。 

 「山下ふ頭再開発計画」（甲１０）が策定された２０１５年９月頃においてはＩＲ

基本法が成立する見込みはきわめて不透明であったため、同開発計画は本文中でＩＲに

言及することを避け、「関連計画との整合を踏まえる」という間接的な言及にとどめて

いるものの、横浜市はカジノを本質的要素とするＩＲを誘致することによって山下ふ頭

を再開発する計画を２０１５年９月の段階で既に策定していると言うことができる。（甲

２７－２） 
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   エ 経済効果等に関する委託調査の実施 

 横浜市は民間研究機関に委託して「戦略的都市づくり検討調査」を２か年度にわたり

実施した。 

第１次報告書（委託先：株式会社日本経済研究所）は２０１５年３月 

第２次報告書（委託先：有限責任監査法人トーマツ）は２０１６年３月 

に、それぞれ公表された。 

第１次報告書（甲１１）は「横浜市にＩＲを導入した場合の経済効果」について毎年

発生する「ＩＲ売上・観光消費による経済効果」として４，１４４億円（うち直接効果

２，５６１億円）、市民税増収効果６１億円と試算し（４０頁）、また「都心臨海部に

立地することが最適」であって、公有地を事業用地とすることが望ましいと結論づけた

（４１頁）。 

 第２次報告書（甲１２）は、シンガポール、ネバダ州（アメリカ）、ビクトリア州（オ

ーストラリア）、マカオ、韓国、という５つの代表的な国・地域について、ＩＲを導入

した背景や目的、設置プロセス、ＩＲの効果および「懸念事項に対する対策」等につい

て調査したものである。 

 同報告書はシンガポールにおけるギャンブル依存症の有病率が２０１１年の２．６％

から２０１４年の０．７％に低下している点などを指摘し「シンガポールのギャンブル

依存症対策は、他国・地域と比較して充実した内容となっていると考えられる」と指摘

している（１１２～１１３頁）。 

オ 横浜商工会議所の要請 

横浜市の第２次報告書（甲１２）につづき、２０１６年１１月には横浜商工会議所の

「経済政策委員会ＩＲ研究会報告書」（甲１３）が公表された。同報告書はオーストラ

リアのメルボルン（ビクトリア州）のＩＲをモデルとして試算し、横浜でＩＲが開業し

た場合に毎年発生する経済効果を５，５９５～６，７１０億円（うち直接効果３，６５

３～４，３８２億円）、市民税増収効果を７５～９０億円と推計し（２８頁）、新たな

成長戦略として観光・ＭＩＣＥの振興が重要な横浜にはＩＲの誘致が「有効なツール」

であると主張している（６頁）。 
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（３）ＩＲ導入に関する横浜市長の積極姿勢 

ア ＩＲ基本法案の国会提出から、その成立までの期間、言いかえれば横浜市の前記行政

計画が順次策定されるまでの期間において、横浜市長はＩＲの誘致に関して積極的な姿

勢を示して来た。 

すなわちＩＲ基本法案が国会に上提された直後の２０１４年１月９日の年頭記者会見

では、「新しく作っていく計画の中では、ＩＲを入れる場合はカジノを含めないと、と

ても成立しないと考えています。」と述べ 

翌２０１５年１月１５日付 日本経済新聞のインタビューでも 

「（ＩＲ誘致は）ＩＲ推進法の成立が前提だが、観光やＭＩＣＥ、都市臨海部の機能を

強化するために有効な手法の一つと考えている。」と述べている。（甲２５－４） 

イ その後ＩＲ基本法案成立の見通しが不透明だった２０１５年度中の発言は、ややトー

ンダウンしたものの、同法の成立が見込めるようになった２０１６年１２月８日の横浜

市会本会議における答弁では 

「厳しい財政を考えると、カジノを含めたＩＲ導入は、横浜の持続的な経済成長のた

めには必要だ」と述べている（甲２４－６） 

ウ なお、ＩＲに対して積極的な市長の考え方を文書にとどめたものとして、市民組織「カ

ジノ誘致反対横浜連絡会」の陳情に対する、２０１４年１２月９日付の回答書（甲１４）

が存在する。それには、つぎのとおり明記されている。 

「ＩＲ推進法の成立が前提となりますが、ＩＲは都心臨海部を再生し機能強化をし

ていくことや、観光・ＭＩＣＥ都市を拡充させていくための有効な手法のひとつ

であると考えます。」 

 

３ 山下ふ頭市有地に関する具体的な準備状況 

ア 「再開発計画」の対象とされている山下ふ頭の広さ（約４７．１ｈａ）は、東京ドーム

約１０箇分に相当するが、その７割弱にあたる約３１．８ｈａは横浜市が所有している（他

に約１４．１ｈａの国有地および約１．２ｈａの民有地がある）。 

市有地のうち、 

①３６，７８５．０２㎡については普通財産として民間会社に対し借地権が設定され、 

②他の２０，２２２．３６㎡については行政財産の使用許可（地方自治法２３８条の４、

第７項）の方法で民間会社による倉庫の設置等が認められて来た。他に 
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③荷さばき地１３か所（計３３，８５９㎡）および 

④横浜市の所有する上屋（延床面積５３，６０６㎡）１１棟（ただし内２棟は民間会社 

 との合築） 

についても民間会社の使用が許可されて来た。（甲１７－１～３） 

イ 山下ふ頭再開発計画の実現のためには、これらの民間への貸付地ならびに使用許可にか

かる土地および建物の明渡しが不可欠であるが、横浜市は２０１４年６月以降借地権者等

との間でそれらの明渡しの交渉を進めて来た。（甲２７－３） 

そして既に２０１７年４月までに、 

①の貸付地のうち１５，６５０．１８㎡（４２．５％）、 

②の使用許可地のうち１３，５６５．０４㎡（６７．１％）について 

建物の移転および土地の明渡しに関する合意を成立させた。 

また、 

③荷さばき地のうち５，７５１㎡（１７．０％）、 

④市有の上屋のうち２４，５８４．１９㎡（４５．９％）についても 

明渡しの合意が成立済である。（甲２９、３０） 

  ウ 横浜市（港湾局）は山下ふ頭に高層ビルを建設する際に必要となる地盤データ（ボーリ

ング柱状図）を８月３日までに公表した。山下ふ頭のうち、先行して開発する予定の第１

期エリア（約１３ｈａ）については開発事業者募集要項が近く発表される見込みである（甲

２７－４）。 

山下ふ頭でＩＲ事業を展開する意欲を有している企業は京浜急行グループはじめ多数存

在し、海外カジノ業者のうち「少なくとも２０社が日本市場への参加をもくろんでいる」

と報じられている。（甲２４－２、甲２５－１、－６） 

また、全国的に複数の自治体がＩＲ誘致に名乗りを上げている中で、菅官房長官は、Ｉ

Ｒは「首都圏で一つ」であり「横浜は有力な候補地」であるとしている（甲２７－１）。 

 

４ 本章のまとめ 

ア 横浜市は、山下ふ頭を再開発してＩＲを誘致する計画を、ＩＲ基本法案が国会に提出さ

れた当時から有していた。その実現のためにはカジノを解禁する法律の成立が前提条件で

あったが、ＩＲ基本法の成立によってこの条件は成就し、ＩＲ区域の認定手続きや、ＩＲ
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事業者の免許要件等の制度設計も事実上完了し、ＩＲ実施法は本年秋の臨時国会で成立す

る見込みである。 

イ 横浜市が山下ふ頭を民間会社から回収し更地とする作業は、前述のとおりおおむね順調

に進んでいる。従って横浜市長がＩＲ実施法の成立を見越して、ＩＲ事業者を選定し、当

該事業者との間で山下ふ頭の市有地を事業用地として提供（払下げまたは貸付け）する契

約を締結する行為が、確実に予測される。 

 

第２ カジノは精神疾患の発生源である 

１ ギャンブル依存症は精神疾患である 

  ア ギャンブル依存症（病的賭博）を精神疾患として最初に位置づけたのは１９８０年にア

メリカの精神医学会が発表した『精神疾患の診断と統計マニュアル第３版』（Diagnostic 

and Statistical Manual of Mental Disorders、略してＤＳＭ－Ⅲ）であった。 

このＤＳＭ－Ⅲの発表が世界保健機関（ＷＨＯ）の１９９２年「第１０回国際疾病分類」

（International Statistical Classification of Diseases and Related Health Problems、略

してＩＣＤ－１０）に採用された。（甲２０、４頁） 

イ 「ギャンブル依存症というのは、本人の意思によるものなのか、それとも病気なのか」

という質問に対し、厚生労働省の堀江裕障害保健福祉部長は国会（２０１６年１２月２日

衆議院内閣委）において、つぎのとおり答弁している。 

「ギャンブル依存症は、ＷＨＯの診断基準におきまして、病的賭博というものとして分類

がされておりますし、また、世界的に使用されます米国精神医学会の作成した診断基準に

置きましても、ギャンブル障害という分類がございまして、精神疾患として認識してござ

います。」（甲３－２、１７頁） 

 

２ カジノはギャンブル依存症を発生させる 

ア 神奈川県のホームページ（甲７）は、「ギャンブル依存症」について次のとおりの説明

をほどこしている。 

「ギャンブル依存症は、パチンコ・パチスロをはじめとした様々なギャンブルへの衝動が

抑制できなくなり、社会的、経済的、心理的問題や対人関係の問題が生じているにもかか

わらず、ギャンブルをやめることができなくなる病気です。」 
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イ また「パチンコ・ギャンブル依存症回復相互支援ネットワーク」のホームページ（甲２

２）では、「ギャンブル依存症」について次のとおり説明している。 

「ギャンブル依存とは、自己の抑制が効かないほど習慣的にギャンブルを行ってしまう依

存状態のことをいいます。 

『パチンコやギャンブルをしないと精神的に落ちつかない』『やめたくてもやめられない』

『常にパチンコやギャンブルのことで頭がいっぱい』と言った状態になります。」 

同ネットワークのＨＰでは、ギャンブル依存症の特徴が「否定と無自覚の病気」である

ことを、つぎのように説明している。 

「依存症は『否定』の病気と言われます。 他の病気とは違い、本人がギャンブルを続けた

いがために周囲に病気であるということを否定し隠すということです。 

また本人自体も依存症という自覚がなく、一度の決意でやめれるという思いがあるとい

うこともあります。 

そのため依存回復への適切な対処をとることなく、時間の経過と共に依存が深刻化して

いくケースが多くあります。」 

ウ ギャンブル依存症が「否定と無自覚の病気」と呼ばれるとおり、本人又は周囲の者が病

気と認識するまでの間には、相当長い期間の経過と状態の悪化を経由するのが通例である。 

ギャンブル依存症問題の第一人者である帚木蓬生医師が、みずからのクリニックで初診

したギャンブル症者約１００人に対して行なった調査によれば、 

①ギャンブルの開始年齢は 平均２０．２歳 

②借金の開始年齢は    平均２７．８歳 

③精神科に相談に来た年齢は平均３９．０歳 

④受診するまでにつぎ込んだ金額は平均１，３００万円 

⑤受診時点での借金の額は    平均  ６００万円 

という結果が示されている（甲２０、２７頁）。 

本人の自覚や、周囲の認識などに依拠する入場規制などがギャンブル依存症対策として

の実効性を持ちえないことは明らかである。 

  エ 各ギャンブル等の売上高と、そのギャンブル等に依存している受診患者数との間に高い

相関関係があることは樋口進医師（久里浜医療センター院長）がＩＲ整備推進会議のヒア

リングで報告している（甲６－１ ４頁、甲６－２ ６頁）。 
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３ ギャンブル依存症の被害は重大で、しかも普遍的である 

ア 厚生労働省は２００８年に、ギャンブル依存症等の調査をし、２００９年５月にその結

果を公表した。 

   同調査によればギャンブル依存症の有病率は５．６％（男性９．６％、女性１．６％）

という高率であった。 

 厚生労働省は２０１３年にも同様の調査を行ない、２０１４年８月にその結果を公表し

た。 

 同調査によれば、ギャンブル依存症の有病率は４．８％（男性８．７％、女性１．８％）

であり、０８年調査とほぼ同水準にある。ちなみに、成人人口の４．８％は約５３６万人

に相当する（甲２０ ２３頁、甲１８ １７５～１７６頁）。 

イ ちなみに諸外国のギャンブル依存症の有病率については、横浜市の委託した第１次検討

調査報告書（甲１１）が大阪商業大学の調査結果を引用して以下のとおり紹介している（１

９～２０頁）。 

   韓国（２０１１年） ················· ６．１％ 

香港（２０１１年） ················· ３．３％ 

マカオ（２００５年） ·············· ４．３％ 

シンガポール（２０１４年） ····· ０．７％ 

ドイツ（２００８年） ·············· １．２％ 

米国（２００３年） ················· ２．３％ 

スエーデン（２００１年） ········ ２．０％ 

スイス（２０００年） ·············· ３．０％ 

英国（２００７年） ················· ０．６％ 

カナダ（２００５年） ·············· １．７％ 

フランス（２０１０年） ··········· １．３％ 

フィンランド（２０１２年） ····· ３．７％ 

オーストラリア（２００６年） ·· ２．６％ 

ベルギー（２００６年） ··········· ２．０％ 

カジノが存在しないわが国においてギャンブル依存症の有病率が高いのは、ひとえにパ

チンコ・スロットという「遊技」の存在による。そのことは樋口進医師がＩＲ推進会議の



14 

 

ヒアリングにおいて「我々の外来に来る方々が１００人いれば９２人ぐらいはパチンコと

かスロットに依存している」と報告しているとおりである（甲６、１９頁）。 

 ウ 「世界のギャンブル機の６割、４５９万台が日本にある」（甲２４－４）という状況下

では、わが国の有病率が諸外国より高くなるのは当然である。 

 しかもこれはパチンコの人口が９４０万人程度にとどまると推定される（甲２３、６５

頁）現状における数値に過ぎない。 

国際カジノ研究所の推計によれば、「日本で関東、関西、北日本にカジノが１ヵ所ずつ

できた場合…年間入場者数約４，４００万人のうち日本人が９割を占める」。 

とされている（甲２４－１０）。４，４００万人の９割、すなわち約４，０００万人がパ

チンコ人口の全部と重複すると仮定しても、「カジノ人口」は現在の「パチンコ人口」の

４倍になるとの推計である。しかも、カジノの射幸性はパチンコよりはるかに高いことを

考慮に入れれば、ギャンブル依存症発生のリスクが現在よりも更に増大することが当然に

予想される。 

  エ ちなみに厚生労働省は、カジノ解禁によってギャンブル依存症が増加することを懸念し

て、日本人の利用を認めないよう求める方針を一たんは提起した（東京２０１４．８．１

９）が、「外国人だけに限定すると憲法上の疑念が生じる恐れがある」とするカジノ議連

岩尾毅幹事長らの意見に押し切られ、結局「日本人規制」は見送られることとなったとい

う経緯がある（甲２４－３、甲２５－２・３）。 

オ また、ギャンブル依存症の有病率はカジノからの距離とも関連性がある。アメリカ連邦

議会が１９９６～９８年に実施した調査によれば、 

  「カジノから半径１６キロ（１０マイル）以内の住民は全米平均に比べ依存症の発生率が

２倍になった」といわれる（甲２６－１） 

 ちなみに横浜市内のほとんどすべての場所は、山下ふ頭から１６ｋｍの範囲内にある。 

カ ギャンブル依存症の特徴は、前述のとおりギャンブルを「やめたくてもやめられない」

ところにあり、また「いかにしてギャンブルの資金を入手するか」ということが日常生活

における主要な関心事となるところにある。 

従ってそれは、家族関係の崩壊や、失業、生活の破綻などの結果をもたらすばかりでな

く、更に窃盗、強盗や詐欺などの犯罪にも帰結することがある。 

 ちなみに、 

「刑務所内における米国の調査では、一般受刑者の２５％にギャンブル依存症がみられる」
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という（甲１９：１０４頁。なお同書は参考文献として Templer,Kaiser,Siscoe:Correlates 

of pathological gambling propensity in prison inmates,１９９３を挙げている）。 

全米人口中のギャンブル依存症の比率を前述（イ）のとおり２．３％と仮定すれば、その

中から受刑者の２５％が生まれるのに対し、残り９７．７％の中から受刑者の７５％が生

まれる―ということを、同調査は意味している。 

 そうだとすればギャンブル依存症を母集団とする犯罪者の「実刑率」は、一般の場合の

約１４倍と言うことになる。 

キ ギャンブル依存症の患者が、ギャンブル資金の調達のために用いる最も「穏やか」な方

法は借金である。そして、八方に借りまくった挙句、親族、友人、知人すべてに相手にさ

れなくなっても、なおヤミ金融から借りるという「活路」が残されている。 

「５日で１割の非常識な利率でも借りてくれる」顧客がいる、という状況の下で「賭博で

負けた客に法外な利息で金を貸す融資」が暴力団の新たな資金源となることは容易に予想

される（甲２４－５）。このような「ヤミ金融」の業務は、ＩＲの施設外でも容易に展開

されるものであるから、ＩＲ事業者そのものに対する厳しい規制によってＩＲ自体の廉潔

性をどれだけ確保しても、ヤミ金融を排除することは到底不可能である。ヤミ金融等によ

って支えられるギャンブル依存症の蔓延により、数百万に及ぶ世帯の生活破綻がもたらさ

れるおそれがあると言っても過言ではない。 

 

４ ギャンブル依存症の社会的コストは莫大である 

  ア 横浜市の調査委託に基づき有限責任監査法人トーマツが作成した報告書（甲１２）は、

その１６３頁以下で、ギャンブルの「負の影響・社会的コストに関する調査・研究」をリ

スト・アップしている。 

その中には、横浜市がモデルとしているメルボルンのＩＲを管轄するオーストラリアお

よび同国ビクトリア州の各政府の委託に基づく調査の結果も紹介されている。 

  イ オーストラリア国内におけるギャンブルによってもたらされる経済的便益と社会的コス

トを、オーストラリア政府の独立機関であるAustralian Government Productivity 

Commissionが１９９９年に推計した調査報告書（Productivity Inquiry Report 2010）に

よれば、 
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   オーストラリア国内におけるギャンブルによってもたらされる社会的コストは、国全体で

は年間９８億オーストラリアドル（８，５９３億円）と見積もられている（甲１２、１７

１頁）。 

  ウ またメルボルンを州都とするビクトリア州政府が、Victorian Competition and 

Efficiency Commissionに委託した調査の結果（Counting the Cost: Inquiry into the 

Costs of Problem Gambling 2012）によれば、 

ギャンブルにより発生する社会的コストは、ビクトリア州の地域全体で年間２７億オース

トラリアドル（２，３７６億円）と見積もられている（甲１２、１６４頁）。 

エ オーストラリア全体およびビクトリア州の人口（２０１５年）は、それぞれ２，４１３

万人および５８０万人である。 

上述の「社会的コスト」の人口あたり負担額を計算すると、国民１人あたり毎年３５，

６００円（オーストラリア政府調査ベース）ないし、４１，０００円（ビクトリア政府調

査ベース）になる。 

  オ このデータをそのままわが国にあてはめることができると仮定すれば、 

   日本全体（人口１億２，７００万人）では年間４兆５，０００億円ないし５兆２，０００

億円の、横浜市規模（３７２万人）では年間１，３２４億円ないし１，５２５億円の社会

的コストがギャンブルによって発生することになる。 

  カ ギャンブルの社会的コストの増大を回避するため、韓国では、ＧＤＰ中に占めるギャン

ブル支出の割合（「ギャンブル性向」という）に関する総量規制を制度化している。 

射幸産業統合監督委員会法第５条の規定がそれであって、同委員会が７つの射幸産業（競

馬・競輪・競艇・闘牛・宝くじ・スポーツ振興くじ及びカジノ）ごとの売上の総量（払戻

し分控除後の金額）を毎年定め、射幸産業全体の総売上高をＧＤＰの０．５８％以内にす

ることとなっている（甲２８、４１頁）。 

ちなみに、わが国のギャンブル売上の対ＧＤＰ比は約１．０％で、アメリカの０．７％

よりも高い。 

韓国の「総量規制」ラインを基準にすれば、わが国において現状以上にギャンブル産業

を増やす余地はない筈である。 

  キ 市の委託調査に対する報告書（甲１１）や横浜商工会議所の報告書（甲１３）は、もっ

ぱらＩＲ導入に伴う「経済効果」のみを強調し、それが年間４，１４４億円に及ぶ（甲１
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１、４０頁）とか５，５９５～６，７１０億円に及ぶ（甲１３、２８頁）などと揚言する

が、上述のような負の効果の定量的把握を試みていない。 

そして、「経済的効果」が主として一部の事業者にのみ発生するのに対し「社会的コス

ト」は、まさに国や地方自治体を含む「社会」一般が負担を強いられるのである。 

 

第３ ＩＲ事業誘致のために公有地を提供することは違法である 

１ 地方自治体には精神障害者の発生を予防する義務がある 

ア 現行の精神保健福祉法（１９９５年法律９４号）の前身は精神保健法（１９８７年法律

９８号）であり、そのまた前身は精神衛生法（１９５０年法律１２３号）である。 

 精神衛生法制は１９５０年以来一貫して「精神障害者の発生の予防」を立法目的にして

いる（各第１条）。 

この目的達成のため、国及び地方公共団体には「精神障害者の発生を予防する施策を講

じること」が義務づけられて来た（各第２条）。 

イ ただし、「精神障害者」の定義については歴史的変遷がある。 

１９９３年に精神保健法が改正される迄は「精神障害者」の定義は、「精神病者（中毒性

精神病者を含む）、精神薄弱者及び精神病質者」に限るというものであって、その範囲に

は（精神病者の域に達しない）「覚せい剤の慢性中毒者」等は含まれず、これらの者に対

して精神衛生法上の医療・保護規定が「準用」されるにとどまっていた。 

 １９９３年の精神保健法改正によってはじめて、「精神疾患を有する者」一般が精神障

害者に含まれることになり、１９９９年改正で依存症もこれに吸収された結果４４条（旧

５１条）の準用規定は無用のものとなったのである。 

ウ 現行の精神保健福祉法第５条における「精神障害者」の定義は、次のとおりである。 

「この法律で『精神障害者』とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依

存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。」（５条） 

 「精神障害者」の概念のこのような拡張は、ＷＨＯによる前述の１９９２年の国際疾病

分類の改定（ＩＣＤ－１０）による影響であることは明らかである。（別紙１に、「精神

障害者の定義規定の歴史」を整理した） 
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２ 公有地を提供してＩＲ事業を誘致することは地方自治体の精神障害者発生予防義務に反

する 

  ア 現行の各種ギャンブルのうち、パチンコ、宝くじ、競馬、競輪の各根拠法は以下のとお

り、１９４８年に、またオートレースと競艇の根拠法はこれらより２～３年後に制定され

た。 

      パチンコ＝風俗営業法（１９４８年法律１２２号） 

宝くじ＝当せん金付証票法（１９４８年法律１４４号） 

競馬＝競馬法（同年法律１５８号） 

競輪＝自転車競技法（同年法律２０９号） 

オートレース＝小型自動車競走法（１９５０年法律２０８号） 

競艇＝モーターボート競走法（１９５１年法律２４２号） 

イ これら各ギャンブル根拠法と前後して１９５０年に制定された精神衛生法における「精

神障害者」の定義には、前述のとおりギャンブル依存症はもとよりアルコール依存症も含

まれていなかった。 

「ギャンブル依存症回復相互支援ネットワーク」のＨＰ（甲２２）に 

「ギャンブル依存を病気であるという動きが始まったのは１９７０年後半で、他のアルコ

ールなどの依存症と比べた場合でも本当にごく最近のことになります。 

長らく、一般的なギャンブル依存に対する認識は『意思薄弱』や『精神未熟』などと

本人の責任というものでした。」 

とあるように、パチンコや公営ギャンブルの各根拠法は、それらのギャンブルが精神障害

者の発生源となるという認識を全く欠いたまま成立し、精神衛生法制のその後の改正に対

応することもなく今日に至っている。 

ウ 前述のとおり１９９９年に改正された精神保健福祉法は、 

「精神作用物質の依存症、その他の精神疾患を有する者」を広く「精神障害者」と定義し

た。 

これにより国及び地方公共団体が発生を予防すべき「精神障害者」の範囲には、ギャン

ブル依存症（病的賭博）という精神疾患が含まれることとなったのである。 

   （なお、国及び地方公共団体の「義務」規定の沿革は、別紙２の一覧表に整理した。） 

エ 精神保健福祉法第２条の定める「国及び地方公共団体の義務」は 
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同条前段の「精神障害者が社会復帰をし、自立と社会経済活動への参加をすることができ

るように努力する」義務と、同条後段の「精神障害者の発生の予防その他国民の精神保健

の向上のための施策を講じ」る義務から成っている。すなわちギャンブル依存症患者の社

会復帰を促す（前段）ことにとどまらず、依存症の発生を予防する（後段）ことが要請さ

れているのである。 

オ ＩＲ実施法の制度設計案（甲５－１）が用意している依存症対策は、 

①広告・勧誘等の規制 

②入場回数の制限 

③入場料の賦課 

④自己又は家族の申告に基づく利用制限 

から成るが、いずれもギャンブル依存症の発生の有効な予防策とはなりえないものばかり

である。 

たとえば、②のカジノ自体の入場回数制限によっては、同じ客がパチンコ店に向かうこ

とは防止できないし、「否定と無自覚の病気」であることを特徴とする依存症患者やその

家族による④の自己申告が期待できるケースは極めて限られている。 

ＩＲ実施法案が用意している「対策」は社会の「懸念」をあざむいてＩＲ設置を強行す

るための見せかけに過ぎない。 

  カ なお、ＩＲ基本法発議者は、ギャンブル依存症対策の処方箋はシンガポールにあるとし

て、同国における近年の依存症(有)病率の低下を援用している（甲４－１、４・５頁）。 

しかし、シンガポール国民（１８才以上）が参加する各種ギャンブルの中で、カジノの

比率は極めて低く、下表のとおりテーブルゲームとスロットマシンを合わせてもわずか

２％程度である（甲１２、９２頁）。 

 

シンガポール国民におけるギャンブル参加率(2014) 

ギャンブルの種類 参加率 

①カジノ ２％ 

②くじ ８０％ 

③競馬 １％ 

④その他 １０％ 
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シンガポール国民の数は永住者を含めて約３９０万人であるから、その２％は８万人程

度である。 

つまり、シンガポールのカジノ入場者のほとんどは外国人で、依存症対策の対象外に置

かれている。これに対し、前述のとおり４，４００万人のカジノ入場者の９割を日本人と

想定するわが国のＩＲに、シンガポールの処方箋が役に立つとは到底考えられない。 

キ 結局、ギャンブル依存症の発症を「予防」する方法としては、カジノを設置しないとい

う選択肢しかないのである。 

ＩＲ法制によって、カジノ事業を「本来違法である賭博行為を例外的特権として認める」

法的効果が生じるとしても、そのことは国や地方公共団体に対し精神障害者の発生を予防

する義務を免除するものでは全くない。従って、（民間事業者が自力でカジノを開設する

ことを阻止する義務があると言えるか否かはともかく、）公有財産を積極的に提供して精

神障害者発生施設であるカジノを誘致する行為を回避することが、地方公共団体の精神障

害者発生予防義務の範囲に含まれることは当然である。そして、精神障害者の発生を予防

する意義は、単に医学的見地にとどまらず、莫大な社会的コストの発生を予防する見地か

らも重要である。 

 

第４ 結論 

    地方自治体がカジノ業者に対し公有地を提供（貸付けまたは払い下げ）して、カジノ事業の

積極的に条件整備をすることは、精神保健福祉法第２条の定める「精神障害者発生予防義務」

に真正面から違反するものであり、従って地方自治法第２条１６項が禁止する法令違反の行為

であって、かつ地方財政法第８条の趣旨に反する財政管理行為にもあたる。 

このような違法・不当な財務会計行為を防止するために、横浜市監査委員は地方自治法２４２条

４項所定の権限の行使として、横浜市長に対し本件請求の要旨記載の勧告を行うべきである。 
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